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平成23年度認知症対策への要望書
一世紀前の倍近くなった平均寿命のもとで超高齢社会が到来しています。人類史上かってない長寿という意味では栄光の時代を実現したといえましょう。その影の部分として、認知症を患う人の問題が社会問題化してきています。核家族化が進み家族の介護力が低下すことに加えて、独居老人と高齢夫婦のみ世帯で高齢者世帯の過半数を超える状況となり、これまでの生活の在り方も劇的に変化している現実があります。認知症介護にあたる家族は制度や介護資源が整いつつあるとはいえ、依然として困難を抱える家族の悩みは解消されていないのが現実です。

医療・介護の基盤整備と夫々の関係分野の有機的連携がますます重要になってきていると申せましょう。我々「家族の会」では、認知症当事者とその介護家族の支援のために下記の要望を行います。
記
1 「かかりつけ医」と連携して認知症の早期診断・早期発見の地域医療システムの構築を進め、的確な鑑別診断に基づいて認知症患者の生活支援や家族への介護指導を行うことや、地域の福祉資源と連携してソーシャルサポートとしの機能を恒常的に発揮されるよう希望します。
2 地域包括支援センターは行政直轄運営の岡山方式が原則である。委託方式をとっている市においてはその機能の責任を果たすよう万全の指導をはかられたい。独居・夫婦のみ高齢者世帯の状況把握を地域包括支援センターの基本作業として、認知症早期発見の具体的取り組みを最優先課題として頂きたい。そのために認知症連携担当者を必ず配置するよう要請したい。

3 認知症介護は根治的治療が実現していない中で長期的な介護が避けられず、それに見合う福祉と医療制度の整備はまさしく行政政策課題の中心テーマである。特別養護老人ホームは依然多くの待機者がある現実は解消されていない。ニーズに対応する整備を進められたい。
4 認知症介護家族は依然として介護生活の負担やBPSD等への対応で深刻な悩みを抱えているケースが少なくない。家族支援のためのメンタルヘルスを含めた支援システムを構築して頂きたい。
5 認知症高齢者も他の傷病を併発ことも少なくなく、医療と介護を要する療養型病床群の廃止は多くの問題を残す可能性がある。現在の利用者等が医療・介護難民として放置されぬよう、医療と介護を保障する措置を責任を持って講じられたい。
6 介護殺人や孤独死、高齢者虐待など悲惨な事態が起こらぬよう、地域見守りネットワーク等を行政のコーディネイトで構築するなどして万全の措置講じるよう各行政機関へ指導願いたい。
7 限界集落等における認知症当事者及び介護家族の生活支援を公共交通対策も含めて特別の施策を講じて頂きたい。
以上
